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ルーズベルト大統領のニューディール政策
　1929年、ウォール街のニューヨーク株式市
場が大暴落して世界恐慌が訪れた。工業指数、
卸売物価、国民総生産も大きく低下した。そこ
でルーズベルト大統領はニューディール政策に
よって救済、再建を図った。具体的にはテネシ
ー渓谷開発、財政支出政策、社会経済改革的政
策に打開策を見出した。今回の世界不況に経済
政策 “ニューディール政策 ”に習い環境や新エ
ネルギーへの投資で経済の救済と景気浮揚を狙
う政策を “グリーン・ニューディール政策 ”と
呼んでいる。

オバマ大統領のグリーン・ニューディール政策
　新しく選ばれたオバマ新大統領は、「グリー
ンジョブ」と題して再生可能エネルギー等に
10年間に 15兆円を投資し、500万人の雇用創
出案を提示している。具体的には、 1 ）再生可
能エネルギーの開発で、10年以内に中近東、
ベネズエラから輸入している原油量以上に原油
の消費量を削減する、 2 ）2015年までに、米国
製の 100万台のプラグイン・ハイブリッド車を
米国で生産、 3 ）廃棄物発電、太陽光発電、風
力発電など再生可能エネルギー由来の電力の
割合を 2012年までに 10％、2025年までに
25％にする、 4 ）2050年までに温室効果ガスの
排出を 80％削減する。といった内容になって
いる。
　すなわち燃費の良い車を開発し、再生可能な
エネルギーを開発し、石油の消費を減らし、石
油への依存を減らし、結果的には雇用の拡大、

温室効果ガスを減らすという戦略である。

廃棄物から提案する日本のグリーン・ニューデ
ィール政策
　基本的には、化石資源の消費の抑制につなが
る廃棄物マネジメントということになる。その
ためには効率的に廃棄物をマネージすることに
よってエネルギーの消費の抑制を図り、また廃
棄物マネジメントによってエネルギーを再生す
ることである。処理に化石資源を出来るだけ使
わない、可能な限りエネルギー資源として活用
するという方針で今の処理システムを見直すべ
きである。その結果、化石資源の消費が減少
し、地球温室効果ガスの削減につながり、ひい
ては雇用の拡大、経済の回復につながればベス
トである。
　グリーン・ニューディール政策の鍵は廃棄物
分野が握っている。資源の塊が廃棄物であり、
エネルギー問題の緩和につながる解決策は、ご
みをエネルギー資源として活用することであ
る。ごみをエネルギー源として活用するために
は、高効率ごみ発電施設の整備が重要である。
ガラスと金属類を分別して他のごみは乾燥など
して出来るだけカロリーの高い燃料にして使う
のが望ましい。新聞・雑誌の回収は集団回収に
任せる。発生排出抑制のためにごみの有料化を
導入し、そのためには集合住宅以外はごみの各
戸収集を行う。ごみの有料化の導入と各戸収集
の導入でより多くの人が必要となるであろう。
これにより多くの雇用が確保できると思われる。
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廃棄物マネジメントに
グリーン・ニューディール政策
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循環型経済社会に関する専門調査会の中間とり
まとめ
　資源問題と環境問題を解決するために 2001
年に経済財政諮問会議の中に設置された、循環
型経済社会に関する専門調査会で議論しその結
果を中間とりまとめに報告している。
　これこそ 2001年に提案した日本版グリーン
・ニューディールである。この調査会のメンバ

ーは現東京大学総長の小宮山宏教授、京都大学
の植田和弘教授、経済財政諮問会議の議員でも
ある東京大学の吉川洋教授と私であった。参考
にしてもらうために概要を次にしめす。
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